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概  況 
 

平成29（2017）年度のわが国経済は、輸出主導の景気拡大が続いたことなどから実質ＧＤＰは平

成29年10～12月期までに８四半期連続で前月比プラス成長を達成した。内閣府は平成30年1月の景

気動向指数の基調判断を、景気拡張の可能性が高いことを表す「改善を示している」に据え置いた。

この判断は、平成28年10月から14ヶ月連続であり、景気拡大局面が長期間継続していることを示唆

した。景気拡大は平成29年12月の時点で61ヶ月に達し、高度成長時代の「いざなぎ景気」が記録し

た57ヶ月を超えることとなった。このような状況の下、生産・出荷の好調を映して最高益を見込む

企業が増え、政府が目標とするデフレ脱却に向けて「緩やかながらも着実な前進が見られる」との

評価の一方で、実質賃金の上昇が伴っていないため、景気回復の実感は企業と家計の間でずれがあ

るとの指摘もあった。国内金融市場を見ると、平成28年12月に誕生したトランプ米政権が掲げた大

規模減税や財政出動などへの政策期待を受けて始まった“トランプ･ラリー”を引き継いで堅調に

推移していたが、翌年４月中旬には北朝鮮を巡る軍事的な緊張から円相場が一時108円台まで上昇、

その後は緊張の緩和とともに４月後半には１ドル111円まで戻した。その間、日経平均株価は月間

安値の１万8,335円まで下落した。それ以降も、極右と評される対立候補を破って誕生した史上最

年少マクロン仏大統領政権、英国とＥＵ間のBrexit（欧州離脱）に関する協議開始、メルケル独首

相の連立政権協議難航、中国共産党大会における習近平総書記の権限強化と社会主義近代化強国の

鮮明化など潜在的に問題を内包する重大政治イベントが国内外の金融市場に影響を与えた。地政学

的には、度重なる大陸間弾道ミサイル（ＩＣＢＭ）の発射と核による威嚇で挑発をエスカレートさ

せる北朝鮮、中東ではサウジアラビアを初めとするペルシャ湾岸諸国のカタールに対する国交断絶

表明、イラクとシリア国内の主要活動拠点を失ったものの広域でテロ活動を活発化させる過激派組

織ＩＳなどの不安定要因なども金融市場の波乱要因となった。その一方で、世界経済は全般的に回

復傾向を示し、ＩＭＦは世界全体の成長率を2016年の前年比+3.2％から2017年は前年比+3.7％と予

想したが、日本経済もこの好調な世界経済にけん引される形で伸張した。10月には衆院総選挙で自

由民主党が大勝したことから金融緩和や財政出動の継続が好感され日経平均株価は史上最長の16連

騰を記録し、平成30年1月には約26年ぶりの高値24,000円を示現した。５年目を迎えたアベノミク

スに関して、政府が重視する雇用環境では生産年齢人口が390万人減少する中で就業者数は185万人

増加、有効求人倍率は1.59倍（30年３月）と44年ぶりの水準、完全失業率は2.4％（同）と24年９

ヶ月ぶりの低水準となるほか、物価も29年12月の統計で前年比0.9％とプラス状態が概ね１年継続

した。なお観光立国を目指す観点から平成29年の訪日外国人の動向を見ると、旅行者数は2,869万

人、同消費額は4.4兆円といずれも過去最高記録となった。 

世界経済を国・地域別にみると、先進国では、米国が前年度から続く個人消費や堅調な設備投資

を受けて経済の回復基調を強めた。特に個人消費に関しては、雇用の改善ならびに８月末から９月

にかけて相次いで来襲したハリケーンからの復興特需や政府の財政出動が寄与し、高めの成長が続

いた。発足から１年強が経過したトランプ政権を振り返ると、ＴＰＰ及びパリ協定からの離脱、Ｎ

ＡＦＴＡ（北米自由貿易協定）の再交渉など“アメリカ･ファースト”に象徴される保護主義的政

策の強行が目立った。さらに2018年３月には米国の知的財産権を中国が侵害したとして同国製品へ

の制裁関税の賦課、さらに鉄鋼・アルミの輸入制限措置も実施し、自国第一主義を鮮明にした。 

ユーロ圏の経済をみると、2017年10-12月期の域内総生産が前期比で2.3％増（年率換算）と４年
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９ヶ月連続でプラスを維持した。背景には2013年以降、全般的に上向きに推移してきた輸出がある

が、輸出数量を仕向け先に別に見ると2016年中盤以降は他地域に比べ、とりわけ中国向けの大幅な

増加が目立ってきている。この輸出の増大に呼応する形でユーロ圏の製造業生産は増産ペースを加

速させており、16年以降は域外向けにとどまらず、それまで横ばいに推移してきた域内向けも明確

な上昇を示した。外需の拡大は域内雇用情勢の改善にもつながり、結果として個人消費と中心とし

た内需が拡大するという好循環に入っていること窺わせる展開となった。 

中国は、2017年10-12月期のＧＤＰが前年同期比6.8％増と前期から横ばいに推移したものの2017

年通年では6.9％増と政府目標の6.5％前後を上回り、26年ぶりの低水準だった前年16年の6.7％成

長から加速した。成長率が前年比を上回ったのは実に７年ぶりで、好調な輸出が寄与した。背景に

は世界経済の回復があり、2017年の米ドル建て輸出額は前年比6.7％増と、前年のマイナス6.4％か

らプラスに転じた。地域別には米国向けが11.3％増となり、結果として対米黒字を増大させた。Ｅ

Ｕ向けは同9.1％増、ＢＲＩＣＳ向けは17.5％増だった。個人消費は良好な雇用・所得環境を背景

に全体として堅調を維持している。 

 

こうした経済情勢の中にあって平成29年の世界デリバティブ市場の総出来高（ＦＩＡ（全米先物

業協会）による）は前年比0.1％減の252億枚と昨年に続いて2010年以降の最高水準を維持した。調

査対象は世界34カ国の79取引所で、先物は148億枚（前年比6.6％減）となり、６年連続の前年更新

はならなかった。一方、オプションは104億枚（同11％増）だった。地域別では中南米（20億枚、

同22.1％増）と北米（89億枚、同3.5％増）が前年比で出来高を伸張させており、アジア（88億枚、

同4.0％減）とヨーロッパ（49億枚、同4.7％減）は昨年の実績を下回った。アジアの減速は大連商

品取引所（11億枚、同28.6％減）、上海先物取引所（14億枚、同18.8％減）、鄭州商品取引所（6億

枚、同35.0％減）といった中国の大手取引所が揃って大きく出来高を減らしたことが影響した。商

品別では金融先物・オプションが堅調な伸びを示したが、コモディティ分野の農産物先物は12億枚

（同33.7％減）、貴金属先物は３億枚（同11.0％減）と前年実績に届かない結果となった。 

一方、国内商品市場の出来高は2,566万枚（前年度比0.5％減）と前年を割り込む結果となった。

市場の中核を担う金はボラティリティの低下が影響し、金標準の出来高が720万枚（同６％減）、原

油は連動するＥＴＮの取引縮小などが響き495万枚（同８％減）となった。 

こうした状況の中、商品先物業界を巡る主な動きを顧みれば、次の通りである。 

第一に、業界関係３団体の運営の効率化と経費削減で提言がとりまとめられたことである。 

国内商品先物市場の出来高は平成15年のピークから平成28年には６分の１まで減少し、商先業者

数は30社を割り込んだ。商先業者各社の経営環境が厳しい状況の中、平成29年４月から東商取の定

率参加料とＪＣＣＨの清算手数料が引き上げられることとなったため、これを契機に関係３団体の

運営の効率化と経費削減を図る観点から短中期的観点から望ましい方向を整理し、提言をとりまと

めることを目的として、本会は団体組織問題検討委員会（委員長：岡地和道先物協会会長）を設置

し、あるべき方向性について業界横断的な議論を積み重ねた。会合は平成29年４月から11月の間に

計５回開催され、各団体のあり方に関しては「団体機能の充実を図るとともに商先業者における団

体コストを軽減するためには、団体を集約し運営の効率性を高めていくことが望まれる」などとす

る提言がまとめられた。このとりまとめを受けて本会は、平成30年度以降は、その事業を業者団体

としての意見表明・建議要望に関するものに限定し、商品取引所の取組と重複する局面の多い普及

啓発及び市場振興に関する事業は原則として商品取引所に委ねることとした。さらに平成30年度の
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取組課題として、本会は、団体運営のさらなる効率化を追求する観点から、日商協との組織統合に

係る課題整理を行うこととした。 

第二に、コメ先物の試験上場が再々延長されたことである。 

平成23年に始まったコメ先物の試験上場は、同25年と27年に２度の試験上場期間延長が認められ

ていたが、堂島取は通算６年間にわたり「トラブルもなく円滑な取引が行われ」かつ「取引量や生

産者の取引参加数が増加する傾向」にあると判断し、農水大臣にコメ先物本上場を認可申請した。

しかし自民党は農林・食料戦略調査会、農林部会、農業基本政策検討プロジェクトチームが連名で、

「取引参加者が少なく本上場は認めがたい」とする申し入れを農水省に提出。これを受け堂島取は

コメ市場の継続を優先するため試験上場の再々延長を申請し、結果、２年間の延長が認められた。

またコメ先物に関連して堂島取は価格決定方式を従来の板寄せからザラバに変更するとともに、取

引システムをＳＢＩホールディングス傘下でＰＴＳ（私設取引）市場を運営するＳＢＩジャパンネ

クスト証券などに取引システムの構築・保守・管理を発注することを決定した。同所からは、新シ

ステムを平成30年７月に導入する予定である旨発表されている。 

第三に、東商取が現実の取引で成績を競うトレードコンテンストを開催したことである。 

『ＴＯＣＯＭリアルトレードコンテスト』は公設の取引所が開催する現実の取引成績を競うコン

テストとしては日本で初めての試み。第１回は平成 29 年６月中旬から８月末までおよそ２か月半

の期間をかけ 192 名の個人投資家がパフォーマンスを競った。優勝者の利益率は 296.37％、３位

まで入賞した者がいずれも 200％を上回る結果となった。成績上位者は商品先物投資を学ぶイベン

ト『コモディティフェスティバル 2017』で表彰し、賞品として金貨とトロフィーを贈呈した。東

商取は本コンテストを商品先物市場の活性化、参入促進、普及啓発などを目的に継続的な開催する

としており、第２回は平成 30 年１月から３月末にかけてコンテストを実施した。優勝者の利益率

は 215%、上位 10 名のうち対面取引の委託者は 4人だった。 

第四に、金・白金限日取引について対面個人投資家の選好度の高さが示されたことである。 

平成29年の金限日取引と白金限日取引の売買高はそれぞれ708万枚と363万枚で、全上場商品の品

目別順位は３位と６位だった。総出来高に占める割合はそれぞれ14.45％と7.41％だが、２つの限

日取引の出来高を合計すると全体の５分の１にのぼった。この限日２商品は対面個人投資家の取引

割合が高く、金限日は26％（186万枚）、白金限日は12％（45万枚）と、全商品に占める対面個人投

資家の割合９％（447万枚）を上回った。またネット個人投資家の割合に着目すると、全商品では

ネット個人投資家による取引が15％（711万枚）で対面を上回っているのに対して、金限日では

８％（56万枚）、白金限日では４％（15万枚）とネット個人投資家による取引量が対面個人投資家

によるそれを下回り、全体的な傾向とは逆であることがわかった。 

 

 

以下、平成29年度における当協会の事業について報告する。 

 

なお、文中において、関係団体・取引所・主務省の名称は以下のとおり略称した。 

東商取 ：株式会社東京商品取引所 

堂島取 ：大阪堂島商品取引所 

ＪＣＣＨ ：株式会社日本商品清算機構 

日商協 ：日本商品先物取引協会 
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保護基金 ：日本商品委託者保護基金 

農水省  ：農林水産省 

経産省  ：経済産業省 
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Ⅰ 総 務 関 係 事 項 
 

１．平成29年度の事業計画・収支予算及び会費の額について 

平成29年度の事業計画及び収支予算並びに会費の額は、以下のとおり、第19回臨時総会（平成

29年３月15日開催）において承認された。 

（１）事業計画                           （資料５－⑴、43ページ） 

前年度に実施した個人投資家の裾野拡大を目的とした各種の普及啓蒙策をさらに拡充させ、

商品投資に関心を持つ金融商品投資家層への訴求に重点を置き、より多角的に情報発信を行う

取組を中心に策定した。 

（２）収支予算 

平成29年度の収支予算は、事業費3,565万円、事務所費4,662万円を計上し、予算総額は

9,223万円（対前年度比85％）とした。 

（３）会費の額 

以下のとおり、それぞれ平成 28 年度と同額とした。 

① 均等割会費（準会員を除く） 月額 ７万円 

② 規模別固定会費 

(1) 国内商品市場取引の受託業者 

資本金 10 億円未満 月額 ４万円 

資本金 10 億円以上 20 億円未満 月額 ８万円 

資本金 20 億円以上 月額 12 万円 

(2) 国内商品市場取引の取次業者 月額 ４万円 

外国商品先物取引の受託・取次業者 月額 ４万円 

店頭商品デリバティブ取引業者 月額 ４万円 

＊上記の(1)(2)を兼業する会員 

・国内商品市場取引の受託業者である場合 上記(1)の額 

・国内商品市場取引の受託業者でない場合 月額 ４万円 

(3) 準会員 月額 ２万円 

③ 定率会費（国内商品市場取引の受託業者のみ） 

国内商品市場取引の平成29年３月から平成30年２月の売買１枚につき1.50円を予納額と

し、各会員の年間の合計売買枚数について、以下の区分別にそれぞれの単価を乗じて得た額

を年度末において返戻する。 

150 万枚超 300 万枚以下の部分 返戻額 売買 1枚につき 0.50 円 

300 万枚超 500 万枚以下の部分 返戻額 売買 1枚につき 1.00 円 

500 万枚超の部分 返戻額 売買 1枚につき 1.30 円 

 

なお、以下の商品については、会員の毎月の売買枚数にそれぞれに掲げる係数を乗じた

枚数に換算（1枚未満は切り上げ）し、予納額及び返戻額を算出する。 
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東京商品取引所 金ミニ取引、白金ミニ取引、一般大豆、中京ガソリン 

中京灯油、京浜ガソリン、京浜灯油、京浜軽油 

0.5 

金限日取引、白金限日取引、金オプション取引 

金現物取引（100ｇバー） 

0.25 

大阪堂島商品取引所 冷凍えび、粗糖、米国産大豆 0.5 

大阪コメ、新潟コシ 0.25 

 

④ 定率会費に係る減免措置 

白金限日取引については、第19回臨時総会（平成29年３月15日開催）決議により、その

取引振興を図るため取引開始日（平成29年３月21日）から同年６月30日までの売買分につい

ては定率会費を徴収しないこととした。 

 

２．白金限日取引に係る会費減免措置                 （資料５－⑵、44ページ） 

白金限日取引については、上述の通り、平成29年６月30日までの売買分について定率会費を徴

収しないこととしていたが、さらなる取引振興を図るため、第124回理事会（平成29年７月21日

開催）、第125回理事会（平成29年９月19日開催）及び第127回理事会（平成30年１月23日開催）

決議により、定率会費を徴収しない期間をそれぞれ３ヶ月間延長し、最終的には平成30年３月末

までの売買分について定率会費を徴収しないこととした。 

 

３．平成 30 年度の事業計画・収支予算について 

平成30年度の事業計画及び収支予算並びに会費の額は、以下のとおり、第20回臨時総会（平成

30年３月14日開催）において承認された。 

（１）事業計画                           （資料５－⑶、46ページ） 

本会の事業については、団体組織問題検討委員会において、商品取引所（特に、東京商品取

引所）の取組みと重複する局面の多い普及啓発及び市場振興に関する事業は原則として中止し、

事業者団体としての企画立案・建議要望に関するものに限定する方向性がとりまとめられた。

これを踏まえて平成30年度においては以下の取組みを行うこととした。 

① 望ましい金融所得税制の実現に向けた取組 

② 商品先物関係団体の運営のさらなる効率化に向けた取組 

③ 純資産額規制比率の算定方法の明確化 

④ 協会ホームページを通じた各種情報の発信 

（２）収支予算 

平成30年度の収支予算は、事業費1,910万円、事務所費1,588万円、及び事務所を東商取ビル

６階に移設するための費用を含むその他の費用775万円を計上し、会費の徴収は行わず、運営

準備金の取崩しで必要経費を賄うこととした。予算総額は4,273万円（対前年度比53.7％減）

である。 
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４．個人情報保護規程の策定                     （資料５－⑷、46ページ） 

個人情報保護法の改正（施行日：平成29年５月30日）により、個人情報を取扱う全ての事業者

が同法の適用対象となることに対応するため、第123回理事会（平成29年５月30日）において個

人情報の適正な取り扱いについて定めた「個人情報保護規程」が承認され、同日から施行した。 

 

５．特別委員会の設置 

商品先物市場の出来高低迷に伴う業界規模の縮小といった商品先物業界の構造変化と会員の経

営環境を踏まえ、日本商品先物取引協会、日本商品委託者保護基金及び本会の今後のあり方につ

いて、短中期的視野に立って検討を行うため、第122回理事会（平成29年２月28日開催）におい

て「団体組織問題検討委員会」を設置することが承認され、平成29年４月１日付けで以下のとお

り委員長及び委員を委嘱した。任期は平成30年３月31日までである。 

委 員 長 岡 地 和 道 岡地㈱ 代表取締役社長（日本商品先物振興協会会長） 

会員委員 多々良 實 夫 豊商事㈱ 代表取締役会長（日本商品委託者保護基金理事長）

会員委員 釼 持 宏 昭 北辰物産㈱ 代表取締役社長 

会員委員 二 家 勝 明 日産証券㈱ 代表取締役会長（日本商品先物取引協会副会長）

会員委員 古 田 省 三 岡藤商事㈱ 代表取締役会長 

会員委員 依 田 年 晃 サンワード貿易㈱ 代表取締役社長 

団体委員 荒 井 史 男 日本商品先物取引協会 会長 

団体委員 臼 杵 徳 一 日本商品委託者保護基金 副理事長 

団体委員 小 川   潔 日本商品先物取引協会 副会長 

（日本商品委託者保護基金 専務理事） 

団体委員 庄 司 國 男 日本商品委託者保護基金 常務理事 

団体委員 杉 原 吉 兼 日本商品先物振興協会 常務理事 

団体委員 濵 田 隆 道 ㈱東京商品取引所 代表執行役社長 

以上12名（役職は就任時のもの） 

６．役員及び常設委員会委員の異動 

（１）役員の異動 

期中において以下の通り役員の異動があった。 

役 職 氏  名 会 員 等 名 事 由 異動年月日 

監  事 塩 飽   誠 カネツ商事㈱ 辞 任 平成29年９月30日

常務理事 杉 原 吉 兼 日本商品先物振興協会 辞 任 平成30年３月31日

（２）常設委員会委員の異動 

期中において以下の通り市場振興委員会委員の異動があった。 

役 職 氏  名 会 員 名 事 由 異動年月日 

委  員 大 橋 正 直 EVOLUTION JAPAN㈱ 辞 任 平成29年11月６日
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７．会員の異動 

期首（平成29年４月１日）現在における本会の会員数は、会員24社、準会員２社の合計26社で

あったが、期中において次の異動があり、期末（平成30年３月31日）においては、会員22社、準

会員３社の合計25社となった。 

 

（１）加 入 （会員１社、準会員１社） 

会  員  名 会 員 代 表 者 名 加 入 年 月 日

カネツＦＸ証券㈱ 水 野 慎次郎 平成29年10月１日

カネツ商事㈱（準会員） 塩 飽   誠 平成29年10月１日

 

（２）脱 退 （３社） 

会  員  名 事  由 脱 退 年 月 日

プレミア証券㈱ 任 意 脱 退 平成29年４月30日

カネツ商事㈱ 
商品先物取引業の廃止 

（商品先物取引仲介業への転換） 
平成29年９月30日

EVOLUTION JAPAN㈱ 商品先物取引業の廃止 平成29年11月６日

 

（３）会員代表者の変更 （１社） 

会  員  名 新代表者名 旧代表者名 変更年月日 

日本ﾌｨﾅﾝｼｬﾙｾｷｭﾘﾃｨｰｽﾞ㈱ 小 崎 隆 司 古 田 省 三 平成29年６月29日

 

８．事務局職員の異動 

組織体制の見直し方針に沿って、２名が退職した。 

事  由 発令年月日 役職名 氏  名 

退  職 平成30年３月31日 
企画調査部門 課  長 小 島 栄 一 

企画調査部門 課長代理 菊 池 由紀夫 
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Ⅱ 事 業 に 関 す る 事 項 

 

Ⅱ-１ 商品先物取引制度の改善及び会員の経営改善に係る企画立案事業 

 

１．業界団体の今後のあり方についての検討              （資料６－⑴、55ページ） 

商品先物市場の出来高の減少、また市場における商先業者の出来高シェアの低下等商先業者

にとって厳しい経営状況が続く中、平成29年４月から東京商品取引所の定率参加料及び日本商品

清算機構の清算手数料が引き上げられることとなり、これを契機として、商品先物関係３団体

（日本商品先物取引協会、日本商品委託者保護基金、本会）の運営の効率化と経費削減を図る観

点から「団体組織問題検討委員会」を設置し、短中期的視野に立って望ましい方向性について、

平成29年４月から11月の間、５回にわたり業界横断的な検討を重ねた。 

その結果、本会については以下の方向性とすることでとりまとめられた。本とりまとめにつ

いては、第126回理事会（平成29年11月21日開催）にて報告後、会議資料として会員専用ページ

に掲載した。 

〔本会に関する結論〕 

その業務を、税制要望及びその関連調査など業者団体としての意見表明・建議要望に関するものに

絞り込み、この事業縮小に併せて、事務局人員を削減して、協会の運営規模を現行の３分の１程度に

圧縮し、運営準備金の取崩しにより対応できる間（３年ないし４年）は会費を徴収しないものとする。 

 

２．会員の営業活性化・営業支援のための取組 

（１）銘柄別パンフ・チャートの改訂                 （資料６－⑵、58ページ） 

会員各社における顧客への説明用資料、セミナー等を通じての営業用資料として活用でき

るよう、東商取と共同で平成25年度に作成した銘柄別パンフ及び長期波動チャートのうち２

銘柄（トウモロコシ・大豆）の内容を更新し、平成29年５月１日から本会会員専用ホームペ

ージを通じて順次デジタルデータを会員に提供した。当該２銘柄を含めた全てのパンフ及び

チャートのダウンロード数は平成29年度中で延べ70件であった。 

（２）会員が実施するセミナー・キャンペーン情報の投資家への案内 

① 会員のセミナー情報の本会ＷＥＢサイトでの紹介        （資料６－⑶、59ページ） 

会員の普及啓蒙活動を支援するため、各社が実施するセミナーを本会会員専用ページ内

に設けたシステム上で登録してもらい、登録のあったセミナー情報については協会ホーム

ページで即時紹介し、商品先物取引の裾野拡大に努めた。平成29年度に会員から登録を受

けたセミナーは115件であった。 

② 会員が主催するセミナー情報の個人投資家への提供       （資料６－⑷、59ページ） 

商品先物取引に関する個人投資家の裾野拡大を図るため、本会が参加したイベント・セ

ミナー等においてメールアドレスを登録した約1,200名の個人投資家に対し、会員が開催す

るセミナーやキャンペーンの情報を掲載したメールマガジンを月に２回の頻度で12ヶ月間

配信した。 

（３）ＣＸ市況講演会の開催                     （資料６－⑸、61ページ） 

外務員の知識向上及び投資家への啓蒙を目的として、商品市況等に関する講演会を東商取

及び堂島取と共同で以下のとおり開催した。（第１回開催は平成25年３月25日） 
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第32回：平成29年７月19日（水） 開催地：東京 

〔演題と講師〕第１部「国際情勢と原油市場の見方」 

舘 美公子氏（住友商事グローバルリサーチ経済部  

マーケットチーム シニアアナリスト） 

第２部「金がわかれば世界が見える」 

亀井 幸一郎 氏（マーケット・ストラテジィ・ 

インスティチュート代表 金融・貴金属アナリスト） 

〔参加者〕商先業者12社、全聴講者数42名（一般投資家、メディア含む。以下同） 

第33回：平成29年10月20日（金） 開催地：東京 

〔演題と講師〕第１部「地政学リスク、世界の中央銀行金融政策 

とゴールド、ＥＶとＰＧＭ」 

池水 雄一 氏（ＩＣＢＣスタンダードバンク東京支店長）  

第２部「経済・政治動向と為替相場」 

石川 久美子 氏（ソニーフィナンシャルホールディングス 

金融市場調査部 為替アナリスト） 

〔参加者〕商先業者10社、全聴講者数38名 

第34回：平成29年12月18日（月） 開催地：東京 

〔演題と講師〕第１部「グローバル政治・経済から商品市況を読み解くヒント」 

本間 隆行氏（住友商事グローバルリサーチ㈱ 

経済部長 チーフエコノミスト） 

第２部「コモディティ、仮想通貨～代替投資のいまとこれから」 

小菅 努氏（マーケットエッジ㈱代表） 

〔参加者〕商先業者11社、全聴講者数32名 

第35回：平成30年２月14日（水） 開催地：東京 

〔演題と講師〕第１部「2018年金市場を見る３つの視点」 

亀井 幸一郎氏（マーケット・ストラテジィ・ 

インスティチュート代表 金融・貴金属アナリスト） 

第２部「60ドルを回復した原油市場の2018年」 

江守 哲氏（エモリキャピタルマネジメント㈱代表） 

〔参加者〕商先業者９社、全聴講者数25名 

 

３．商品先物市場の活性化・裾野の拡大に係る取組 

（１）商品先物取引の市況情報の一般への配信             （資料６－⑹、63ページ） 

商品投資家に対する投資判断の材料として、主要な上場商品の市況予測を会員各社のアナ

リストが音声で提供するスマートフォン向けサイト「コモディティ･ボイスネット」を立ち上

げ、平成29年11月１日から運用を開始、その後週３回の頻度で更新した。 

（２）農産物アナリストの事前予想等のマスコミ等への配信       （資料６－⑺、63ページ） 

農産物先物取引に対する社会の注目度・関心度を向上させる目的でＴＯＣＯＭ農産物アナ

リスト育成セミナーを修了した商先業者各社の役職員（農産物アナリスト）による米国産農

産物（とうもろこし及び大豆）の需給動向に関する予想について、前年度から引き続きマス
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コミ各社、会員の担当者へ配信した。 

なお、平成29年度中のとうもろこし及び大豆に関する事前予想の配信状況は以下のとおり。 

期末在庫予想 新穀12回（毎月）、旧穀２回（５、６月） 

四半期在庫予想 ４回（2017年６，９月，2018年１，３月） 

作付意向面積 １回（2018年３月） 

確定作付面積 １回（2017年６月） 

単収 ２回（2017年７，８月） 

生産量 ２回（2017年９，10月） 

（３）「みんなのコモディティ」を活用した認知度向上に係る取組     （資料６－⑻、64ページ） 

商品先物情報の発信と投資家・情報提供者間の相互の情報受発信を通じた商品先物取引の

普及を目的に商品取引所及び関係団体と共同で個人投資家向けＳＮＳサイト「みんなのコモ

ディティ」（以下、「みんコモ」という。）を運営した。年間閲覧ページ数は150万（13.6万/月）

ページ、訪問者数は延べ36万（3.3万/月）人だった。 

みんコモの人気コンテンツで、主として商品相場の分析・予想・解説を提供する「コモデ

ィティコラム」では、平成29年度は14人のコラムニストが722本のコラムを投稿し、96万ペー

ジの閲覧があった。また、同サイトへのより多くの投資家誘引を図るため、以下の取組みを

実施した。 

・各コラムニストのコラムページ、プロフィールページの整理 

・コラムニストの追加（森田アソシエイツ：森田隆大氏） 

・ナビゲーションメニューの改修 

 

４．オプション取引の市場リスク相当額の算出方法に関する主務省への照会 

（資料６－⑼、65ページ） 

商先業者が先物とオプションの双方の建玉を自己勘定で保有している場合の一般的な計算方

法について平成29年４月５日に両省に照会した。 

このことに関連して、平成29年10月19日から同年11月19日の間、主務省から、商先業者がオ

プションを先物のヘッジ目的で自己勘定により保有している場合の市場リスク相当額の算出方法

に係る大臣告示を含む省令改正案に関する意見募集（パブリックコメント）が実施された。意見

募集の結果は平成30年３月16日に公表された。 

 

５．商品先物取引の税制に係る要望 

（１）自由民主党に対する要望書の提出                （資料６－⑽、67ページ） 

商品先物取引に係る「平成30年度税制要望」について、第124回理事会（平成29年７月21日

開催）の承認を経て、11月10日に自由民主党 商工中小企業関係団体委員会・経済産業部会、

11月29日に自由民主党農林部会・農政推進協議会にそれぞれ提出するとともに、両会合に杉

原常務理事が出席し、要望趣旨等についてプレゼンテーションを行った。 

〔要望内容〕 

① 損益通算範囲の拡大について 

商品先物取引の差金等決済に係る取引損益について、金融所得課税一元化の対象とし、
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対象とすべき金融所得について、損益通算及び損失の繰越控除を可能とする措置を講じる

こと。 

② 決済差損失の繰越控除期間の延長について 

決済差損失の繰越控除期間について、現行の３年間を延長すること。 

③ 外国商品市場取引による決済損益への課税について 

外国商品市場取引の差金等決済に係る取引損益について申告分離課税とすること。 

（２）要望結果の会員への周知                    （資料６－⑾、70ページ） 

本要望は、平成29年12月14日に公表された自由民主党と公明党の連名による「平成30年度

税制改正大綱」において、「デリバティブを含む金融所得課税の更なる一体化については、投

資家が多様な金融商品に投資しやすい環境を整備し、証券・金融、商品を一括して取り扱う

総合取引所の実現にも資する観点から、多様なスキームによる意図的な租税回避行為を防止

するための実効性ある方策の必要性を踏まえ、検討する」（前年と同文）として、引き続き検

討事項に掲げられた。 

なお、要望結果の概要については12月15日に協会ホームページに掲載するとともに会員代

表者あてに通知した。 

 

６．各種意見募集（パブリックコメント）への対応 

主務省から以下の通り、法令等の改正案に係る意見募集が行われたことに対して、会員に対

しその概要及び、意見を提出した際にはその写しを本会にも送ってもらうよう案内した。 

（１）商先業者等の監督の基本的な指針改正案に係る意見募集の会員への案内等 

（資料６－⑿、71ページ） 

意見募集期間  平成29年５月17日～同年６月15日 

募集結果公表日 平成29年７月14日 

改正の概要   ① 取引所現物取引における投資可能資金額の確認や適合性の原則に照

らした勧誘規制の一部見直し 

② 商先業者が自主的に法令違反を報告した場合における主務省の対応

等に係る事項 

（２）商品先物取引法省令及び告示の改正案に係る意見募集の会員への案内等 

（資料６－⑼、65ページ） 

意見募集期間  平成29年10月19日～同年11月17日 

募集結果公表日 平成30年３月16日 

改正の概要   ① 法定帳簿の様式の明確化等（省令） 

② オプションを先物のヘッジ目的で保有した時のリスク相当額に関す

る事項（告示） 

 

７．純資産額規制比率の市場リスク相当額を自動計算するための電子ファイルの配付 

（資料６－⒀、76ページ） 

会員が商品市場で自己取引をした場合の市場リスク相当額については、互いに相関性のある

限月若しくは商品の間では相殺することが可能とされていることから、相殺可能な組合せについ

て自動的にリスク相当額を減殺するためのエクセルシートを以下のとおり会員専用ページに掲載
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し、各社の利用に供した。 

（１）平成29年５月１日から翌年４月30日まで適用される相関係数がＪＣＣＨから発表されたこと

への対応（平成29年４月27日） 

（２）東商取において石油現金決済先物取引が上場されたことへの対応（平成29年５月９日） 

 

８．裁判事例集の一般への頒布                        （資料６－⒁、77ページ） 

商品先物取引に対する法曹関係者の正しい理解を促すため、商先業者の勝訴判決等、商先業

者の主張が評価された裁判例（一審ベースで119件）を収集し、弁護士による判示要旨等の解説

を付した判例集を平成29年３月に刊行し、全国の裁判所等関係各所に送付したところ、一般から

の問い合わせが複数あったことから、平成29年６月15日に本会サイトにてその一部を「立読み」

できるコンテンツを掲載すると共に、有償で頒布することとした。この結果、平成29年度中に５

件の申込みがあった。 

 

９．産業構造審議会 商務流通情報分科会への出席 

経済産業省商務情報政策局の取組について同省から説明があった後、各委員の間で意見交換

を行った。本会からは岡地会長が委員として出席した。 

開催日時 平成29年12月13日（水） 午後５時～６時30分 

開催場所 経済産業省 別館３階 312会議室 

議  題 「Connected Industries」の概要その他 

 

10．消費税軽減税率説明会への出席                  （資料６－⒂、78ページ） 

平成29年４月に消費税率を８％から10％に上げる際に、一部の品目については軽減税率を課

す内容を含んだ税制改正法案が成立したことを受けて、以下のとおり説明会が開催された。 

この件に関して、本会からは事務局職員が出席し、東商取に上場されている農産物の受渡し

に係る軽減税率の適用の可否、受渡しの際のインボイスの代理発行等について質問した。 

開催日時 平成29年５月17日（水）午後１時30分～午後３時30分 

開催場所 三田共用会議所（東京都港区三田） 

説明者  財務省、国税庁、中小企業庁、農水省 

 

 

Ⅱ-２ 調査研究に関する事業 

 

１．税制改正に関する調査報告書の会員への送付等           （資料７－⑴、81ページ） 

商品先物取引に係る損益と上場株式の譲渡損益などの金融所得課税の一元化を要望するにあ

たっての基礎資料とするための調査を、平成28年７月に、会員26社（当時）のうち23社の委託者

に対し実施し、その報告書を平成29年６月に会員各社に送付するとともに、電子ファイルを本会

ＷＥＢサイトに掲載した。 

 

２．大学講座開設に係る支援 

青山学院大学法学部、明治学院大学経済学部において、次のとおり寄付講座を開講した。 
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（１）青山学院大学法学部 

 講 座 名：ファイナンスとデリバティブ 

 担当教授：宇佐美 洋氏（青山学院大学客員教授） 

 履修者数：73名 

（２）明治学院大学経済学部 

 講 座 名：現代経済特講１及び２ 

 担当教授：宇佐美 洋氏（多摩大学大学院教授） 

履修者数：67名 

 

 

Ⅱ-３ 広報に関する事業 

 

１．ＷＥＢによる啓蒙活動 

（１）協会ＨＰの充実 

協会ホームページ及び会員専用ページにおいて、以下の情報を掲載・更新した。 

なお、平成29年度中の月間平均ページ閲覧数は約12万８千ページであった。 

① 業界統計データの更新 

４．（１）に後述 

② 商先業者名簿の記載内容の更新 

本会会員である商先業者・商先仲介業者及び非会員のうち国内商品市場取引を取扱って

いる商先業者に係る情報を一般に提供するため本会ＷＥＢサイトに掲載している「商品先

物取引業者ＷＥＢ版」について、掲載商先業者から本・支店所在地、会社概要、営業形態

等に係る情報の提供を得て、平成29年４月１日を基準日とした内容に更新した。 

③ 農産物アナリストによる予想及びその結果のアーカイブ化    （資料８－⑴、89ページ） 

農産物先物取引に対する社会の注目度・関心度を向上させるためマスコミ各社に配信し

ている米国産とうもろこし及び大豆の需給動向に関する農産物アナリストによる予想値及

び米国農務省発表数値を随時本会ホームページに掲載し、アーカイブ化した。 

④ 会員に対する情報提供 

本会の総会、理事会等における審議状況について会員の認識の共有を図るため、各会議

の議事概要、資料及び議事録を協会ホームページ（会員専用ページ）に随時掲載した。 

また、各会議の記者発表資料は協会ホームページに掲載し一般の閲覧に供した。 

このほか、本会の活動内容を含む商品先物業界に関する情報や主務省等からの各種連絡

事項等を協会ホームページ又は会員専用ページに掲載し、会員における情報の共有を図っ

た。 

（２）商品さきもの知識普及委員会ホームページの運営 

商品先物市場の利用に係る様々な知識・情報を広く提供するため、取引所と共同で「商品

さきもの知識普及委員会」ホームページを運営した。 

（３）「みんなのコモディティ」の運営 

Ⅱ－１ ３．（３）において既述 

 

- 16 -



平成29年度事業報告書 Ⅱ 事業に関する事項 

 

２．セミナー・イベント形式による啓蒙活動 

（１）TOKYO GOLD FESTIVAL 2017の後援                  （資料８－⑵、89ページ） 

金の魅力を伝え、関心を深めるためのイベント「TOKYO GOLD FESTIVAL2017 ～ゴールドにつ

いて学び、ゴールドを体感する一日～ 」を東商取と共同後援し、本会は自ブースにおいて金

先物取引関連パンフレット及びチャート、会員各社のパンフレットを来場者に配布すると同

時に本会会員が実施するセミナー及びキャンペーン情報をメールで知らせる「ＣＸ早耳情報」

の購読者を募集した。本イベントには先物を含む金投資関連事業者、金現物・金箔・金アー

ト事業者などによるブース出展と並行して金にまつわる各種セミナーが提供され、個人投資

家や金に関心のある来場者が訪れた。 

日 時  平成29年６月24日（土）12時40分～18時00分 

場 所  よみうり大手町ホール 

来場者  632人（メルマガ購読希望者209人） 

〔講師と演題〕第１部「金の魅力」 

トークセッション「パックンマックンのなるほど！ザ・ゴールド」 

パックンマックン（お笑いコンビ） 

池水雄一氏（ＩＣＢＣスタンダードバンク東京支店長） 

第２部「みんなのリサイクルで金メダル！都市鉱山“発掘”の意義」 

原田幸明氏（国立開発研究法人 物質・材料研究機構 特命研究員） 

第３部「ビールはなぜ“金色”になったのか」 

端田晶氏（サッポロビール㈱文化広報顧問・ヱビスビール記念館館長） 

第４部「ゴールドフォーキャスト2017～変貌する世界、どうなる金価格」 

森田 隆大氏 

（森田アソシエイツ代表、ワールド・ゴールド・カウンシル顧問） 

 

（２）コモディティ･フェスティバルの共同開催               （資料８－⑶、90ページ） 

商品投資の魅力からマーケットの現況、トレード手法にまで幅広く光をあて、多彩な講師

を招いて開催するセミナーと、商品先物取引業者が自社サービスの独自性をアピールするブ

ース展示で構成する「コモディティ・フェスティバル2017」を東商取及び堂島取と共催した。 

本フェスティバルは東京と大阪の２都市で開催し、本会ブースにおいては銘柄別パンフ及

び長期価格チャート、本会会員のパンフレットを配布すると同時に「ＣＸ早耳情報」の購読

者を募集した。なお、セミナーの概要は以下のとおり。 

① 大阪会場 

日 時  平成29年９月９日（土）12時30分～16時30分 

会 場  ヴィアーレ大阪 ヴィアーレホール 

参加者  266人（メルマガ購読希望者76人） 

〔講師と演題〕第１部「世界経済と株・原油のゆくえ～ファンドマネージャーの眼～」 

江守哲氏（エモリキャピタルマネジメント㈱代表） 

第２部「リーマンショックからの脱却～新時代のドルとゴールド」 

池水雄一氏（ＩＣＢＣスタンダードバンク東京支店長） 

和田仁志氏（グローバルインフォ㈱代表） 
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〔進行〕大橋ひろこ氏（フリーアナウンサー） 

第３部「移動平均線大循環分析で読み解くコモディティ展望」 

小次郎講師（㈱手塚宏二事務所代表） 

第４部「トレーダーの頭の中～勝者の思考とテクニック」 

バカラ村氏（個人トレーダー、ロビンスカップ2015年ＦＸ部門優勝者） 

〔聞き手〕小次郎講師（㈱手塚宏二事務所代表） 

大橋ひろこ氏（フリーアナウンサー） 

② 東京会場 

日 時  平成29年９月23日（土）12時30分～16時30分 

会 場  御茶ノ水ソラシティホール 

参加者  282人（メルマガ購読希望者139人） 

〔講師と演題〕第１部 大阪会場に同じ 

第２部「リーマンショックからの脱却～新時代のドルとゴールド」 

池水雄一氏（ＩＣＢＣスタンダードバンク東京支店長） 

西原宏一氏（㈱ＣＫキャピタル代表・ＣＥＯ） 

〔進行〕大橋ひろこ氏（フリーアナウンサー） 

第３部 大阪に同じ 

第４部「表彰式」＆「トレーダーの頭の中～勝者の思考とテクニック」 

花火氏（個人トレーダー、 

第１回ＴＯＣＯＭリアルトレードコンテスト入賞者） 

〔聞き手〕小次郎講師（㈱手塚宏ニ事務所代表） 

大橋ひろこ氏（フリーアナウンサー） 

（３）投資戦略フェアへの出展                        （資料８－⑷、90ページ） 

毎年、株式・投資信託・ＦＸ・コモディティ等の多様な投資家が数千人規模で来場するこ

とから顧客層の裾野の拡大に有用であるため、各種投資ジャンルの出展者とともに本会も自

ブースにて本会会員のパンフレットを配布すると同時に、メールマガジン「ＣＸ早耳情報」

の購読者を募集した。 

名 称  投資戦略フェアＥＸＰＯ 2017 秋 in 大阪 

日 時  平成29年10月７日（土）10時00分～18時20分 

会 場  マイドームおおさか 

参加者  2,336人（メルマガ購読希望者355人） 

（４）ＣＸ講師宅配便                            （資料８－⑸、91ページ） 

投資に関心がある個人投資家グループや企業の勉強会やセミナーに商品先物関連の専門講

師を無償で派遣するプログラム「ＣＸ講師宅配便」において、ＮＰＯ法人日本個人投資家協

会（ＪＡＩＩ、長谷川慶太郎理事長）が同会会員向けに開催するセミナー「ＪＡＩＩ投資セ

ミナー2017 激動の世界経済～投資チャンスを見逃すな！ 株×為替×コモディティ」に対し、

平成29年度は年間を通じて６回の講師派遣を行った。東商取を会場として使用した第１、２、

５、６回では市場見学、上場商品説明、ＴＯＣＯＭスクエアでのラジオＮＩＫＫＥＩ「マー

ケットトレンド」公開生放送の観覧を併せて実施した。 
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回 開催日 派遣講師 タイトル 参加者数

１ ４月19日（水） 田代 岳 氏 株、為替、ゴールドの相関を読む投資術 22人 

２ ５月17日（水） 小次郎講師 勝てる投資家になるためのテクニック 22人 

３ ６月24日（土） 小菅 努 氏 地球を読む！ 投資活用術 32人 

４ ９月30日（土） 亀井幸一郎氏 金がわかれば世界がわかる 25人 

５ 10月25日（水） 小菅 努 氏 コモディティ、仮想通貨～代替投資の世界 24人 

６ 11月29日（水） 池水雄一 氏 ゴールドトレーディングのすべて 30人 

 

３．資料・パンフレットの改訂等 

銘柄別チャート・パンフのうち２銘柄について内容の改訂を行った。 

Ⅱ-１ ２．（１）において既述 

 

４．商品先物市場に関する統計データの集計・公表等 

（１）業界統計データの集計・公表                  （資料８－⑹、92ページ） 

政府及び関係諸機関への政策提言の際の基礎データとするため、以下の項目に係る統計デ

ータを作成・更新し、平成29年５月19日及び平成30年３月15日に協会ホームページに掲載し

て一般の閲覧に供した。 

・出来高（暦年、年度ベース） ・取組高  ・預り証拠金額  ・商品取引員数 

・営業所数 ・登録外務員数  ・委託者数 ・受取委託手数料額 

（２）旧中部大阪商品取引所の上場商品に係る各種データの提供 

前年度から引き続き、旧中部大阪商品取引所に上場していた商品に係る出来高・取組高、

約定値段、会員別の取引高・取組高等のデータを提供する旨を本会ホームページに掲載し、

一般からのデータ提供の要請に対応した。 

 

以 上 
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平成 29 年度決算財務諸表 





単位 ： 円

予  算  額 決  算  額 差　　　　異 執行率 摘　　　　　要

％

73,738,000 66,514,563 7,223,437 90.2 均等割会費、規模別固定会費、

定率会費

1,200,000 839,991 360,009 70.0 法令集・パンフレット代金、

入門書印税、受取利息

15,000,000 15,000,000 0 100.0

0 100,000 △ 100,000 －

 (A) 89,938,000 82,454,554 7,483,446 91.7

2,293,000 1,829,293 463,707 79.8

 (B) 92,231,000 84,283,847 7,947,153 91.4

(注）差異の△印は予算対比収入増を示す。

単位 ： 円

予  算  額 決  算  額 差　　　　異 執行率 摘　　　　　要

％

35,653,000 23,908,611 11,744,389 67.1

22,483,000 13,650,809 8,832,191 60.7

　　制度改善検討費制 度 改 善 検 討 費 1,350,000 342,726 1,007,274 25.4 諸会議資料作成費

　　制度改善推進費市 場 活 性 化 推 進 費 21,133,000 13,308,083 7,824,917 63.0 パンフ・チャート改訂費、

みんコモ運営費、セミナー関連費、

TOCOMスクエア運営協力費

7,010,000 5,648,072 1,361,928 80.6

制 度 調 査 研 究 費 1,441,000 1,228,138 212,862 85.2 制度調査費、データ処理関連費

調 査 資 料 購 入 費 3,569,000 2,419,934 1,149,066 67.8 J-com情報料、参考書籍購入費

大 学 講 座 開 設 費 2,000,000 2,000,000 0 100.0 先物関連寄附講座

6,160,000 4,609,730 1,550,270 74.8

　　広報事業検討費広 報 実 施 費 3,616,000 2,627,730 988,270 72.7 ＨＰ運営諸費

協 会 事 業 推 進 費 2,544,000 1,982,000 562,000 77.9 協会事業支援広報費

1．平 成 29 年 度 収 支 計 算 書

自  平成29年 4月 1日 

至　平成30年 3月31日 

2. 企 画 調 査 事 業 費

収 入 合 計

科　　　　　　　　目

（収入の部）

科　　　　　　　　目

会 費 収 入

雑 収 入

前 期 繰 越 収 支 差 額

1. 制 度 改 善 推 進 事 業 費

事 業 費

運営準備積立預金取崩収入

（支出の部）

退職給付引当預金取崩収入

当 期 収 入 合 計

3. 広 報 事 業 費
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単位 ： 円

予  算  額 決  算  額 差　　　　異 執行率 摘　　　　　要

％

46,624,000 44,227,074 2,396,926 94.9

　　給与費給 与 費 32,969,000 32,183,922 785,078 97.6 役職員報酬給与

退 職 金 0 100,000 △ 100,000 － 役員退任慰労金

　　福利厚生費福 利 厚 生 費 5,125,000 4,725,064 399,936 92.2 社会保険料、健診補助等

　　旅費交通費旅 費 交 通 費 753,000 512,474 240,526 68.1 会議出席旅費、出張旅費

　　通信費通 信 費 303,000 228,981 74,019 75.6 電話・郵便・ネット通信料等

　　什器備品費什 器 備 品 費 324,000 0 324,000 0.0 事務用器具等購入費

　　図書印刷費図 書 印 刷 費 288,000 97,200 190,800 33.8 事業報告書・挨拶状印刷費

　　会議費会 議 費 910,000 819,326 90,674 90.0 理事会等開催諸費

　　消耗品費消 耗 品 費 389,000 82,035 306,965 21.1 事務用消耗品費

　　借料及損料借 料 及 損 料 4,315,000 4,349,325 △ 34,325 100.8 事務所借料

　　諸　 費諸 費 1,248,000 1,128,747 119,253 90.4 関係先慶弔費・銀行手数料等

6,954,000 7,853,720 △ 899,720 112.9 退職給付引当金要繰入額

3,000,000 0 3,000,000 0.0

 (Ｃ) 92,231,000 75,989,405 16,241,595 82.4

(Ａ)－(Ｃ) 6,465,149

(Ｂ)－(Ｃ) 8,294,442

(注）差異の△印は予算対比支出増を示す。

予 備 費

当 期 支 出 合 計

科　　　　　　　　目

次 期 繰 越 収 支 差 額

当 期 収 支 差 額

事 務 所 費

退 職 給 付 引 当 預 金 支 出
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単位 ： 円

6,465,149

7,853,720 14,318,869

100,000 100,000

14,418,869

100,000

15,000,000 15,100,000

7,853,720 7,853,720

22,953,720

8,534,851

167,353,522

158,818,671

至　平成30年 3月31日 

Ⅱ 減 少 の 部

1．資産増加額

1．資産減少額

退職給付引当預金増加額

Ⅰ 増 加 の 部

増　　加　　額　　合　　計

2．負債減少額

退 職 給 付 引 当 金 取 崩 額

当 期 収 支 差 額

2．正 味 財 産 増 減 計 算 書

前 期 繰 越 正 味 財 産 額

期 末 正 味 財 産 合 計 額

金　　　　　　　　額

退職給付引当預金取崩額

運営準備積立預金取崩額

2．負債増加額

退 職 給 付 引 当 金 繰 入 額

減　　少　　額　　合　　計

当 期 正 味 財 産 減 少 額

科　　　　　　　　目

自  平成29年 4月 1日 
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当年度期末 前年度期末 差　　　異

資産の部

１．流動資産

現金預金 8,911,299 2,024,184 6,887,115

流動資産合計 8,911,299 2,024,184 6,887,115

２．固定資産

什器備品 4,100,004 4,100,004 0

退職給付引当預金 63,111,491 55,357,771 7,753,720

運営準備積立預金 146,424,225 161,424,225 △ 15,000,000

固定資産合計 213,635,720 220,882,000 △ 7,246,280

資産合計 222,547,019 222,906,184 △ 359,165

負債の部

１．流動負債

預り金 616,857 194,891 421,966

流動負債合計 616,857 194,891 421,966

２．固定負債

退職給付引当金 63,111,491 55,357,771 7,753,720

固定負債合計 63,111,491 55,357,771 7,753,720

負債合計 63,728,348 55,552,662 8,175,686

正味財産 158,818,671 167,353,522 △ 8,534,851

負債・正味財産合計 222,547,019 222,906,184 △ 359,165

3．貸　借　対　照　表
〔平成30年 3月31日現在〕

単位 ： 円

科　　　目
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単位 ： 円

    　１．

171,467

8,739,832

8,911,299

    　２．

4,100,004

63,111,491

140,000,000

6,424,225

213,635,720

222,547,019

    　１．

616,857

616,857

     ２．

63,111,491

63,111,491

63,728,348

158,818,671

退 職 給 付 引 当 金

正 味 財 産

流 動 負 債

預 り 金 （ 雇 用 保 険 等 ）

負 債 合 計

固 定 負 債 合 計

流 動 負 債 合 計

運営準備積立預金（定期預金・みずほ銀行）

固 定 負 債

Ⅱ 負 債 の 部

固 定 資 産 合 計

運営準備積立預金（普通預金・みずほ銀行他1行）

資 産 合 計

退 職 給 付 引 当 預 金 （ み ず ほ 銀 行 ）

現 金

Ⅰ 資 産 の 部

流 動 資 産

（ 手 許 現 金 在 高 ）

普 通 預 金 （ み ず ほ 銀 行 他 ３ 行 ）

什 器 備 品 （ 書 棚 ・ 絵 画 等 ）

流 動 資 産 合 計

固 定 資 産

4．財　産　目　録

科　　　　　　　　目 金　　　　　　　　額

〔平成30年 3月31日現在〕
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1. 重要な会計方針

  (1) 固定資産の減価償却について

　什器備品  ┈┈┈┈┈┈┈┈┈┈┈┈┈┈┈ 定率法による減価償却を実施している。

  (2) 引当金の計上基準について

　退職給付引当金 ┈┈┈┈ 期末退職給付の要支給額に相当する金額を計上している。

　(3) 資金の範囲について

　資金の範囲には、現金・預金、未収金・未払金、前払費用及び立替金・預り金を含めている。　　　　

　なお、当期末残高は下記2.に記載のとおりである。

2. 次期繰越収支差額の内容は、次のとおりである。

（単位：円）

科 目 当期末残高

現 金 預 金 8,911,299

合 計 8,911,299

預 り 金 616,857

合 計 616,857

8,294,442

3. 固定資産の取得価格、減価償却累計額及び当期末残高は、次のとおりである。

（単位：円）

科 目 取得価格 減価償却累計額 当期償却額 当期末残高

什 器 備 品 5,540,768 1,440,764 0 4,100,004

合 計 5,540,768 1,440,764 0 4,100,004

【参　考】

退職給付引当金 63,111,491 円

前 期 末 残 高 55,357,771 円

当 期 取 崩 額 100,000 円

当 期 繰 入 額 7,853,720 円

次期繰越収支差額

5．計 算 書 類 に 対 す る 注 記
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監 査 報 告 書 





監 査 報 告 書 

平成 30 年 5 月 8 日 

監 事  成  道  秀  雄  ㊞ 

監 事  釼  持  宏  昭  ㊞ 

日本商品先物振興協会監事２名により、平成29年度（平成29年４月１日から平成30年

３月31日まで）における事業の執行状況及び会計の処理状況について、関係書類及び会

計帳簿等に基づき監査を実施した結果、その業務及び会計の処理は、定款、経理処理規

程等の諸規程に則り、かつ、下記の事業報告書及び財務諸表の表示方法は、関係諸法令

及び公益法人において一般に公正妥当なものとして採用されている会計慣行の定めると

ころに準拠し、それぞれ当該年度中における事業執行の状況と資産・負債の状態並びに

収入・支出及び資金の調達源泉とその運用の状況とを適正に表示しており、総体として

本決算は適法かつ適正なものと認めたのでご報告いたします。 

記 

１．平成29年度事業報告書 

２．平成29年度決算財務諸表 

（１）収支計算書 

（２）正味財産増減計算書 

（３）貸借対照表 

（４）財産目録 

（５）計算書類に対する注記 
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資 料 

資料１．会員名簿

資料 2．組織図 

資料 3．役員・委員会名簿 

資料 4．主要会議 





〔 資 料 １ 〕 会 員 名 簿 

（平成30年3月31日現在） 

（会 員 名）         （会員代表者名）         （所 在 地） 

Ｉ Ｇ 証 券 ㈱ 代表取締役社長 パトリック・マクゴナグル 〒105-7110 東京都港区東新橋1-5-2 

㈱ ア ス テ ム 代表取締役社長 北 川 具 宏 〒540-6591 大阪府大阪市中央区大手前1-7-31 

㈱ ア ル フ ィ ッ ク ス 代表取締役社長 藪 本  浩 〒532-0011 大阪府大阪市淀川区西中島1-15-2 

今 村 証 券 ㈱ 代表取締役社長 今 村 九 治 〒920-0906 石川県金沢市十間町25 

岡    地 ㈱ 代表取締役社長 岡 地 和 道 〒460-0008 愛知県名古屋市中区栄3-7-29 

岡 藤 商 事 ㈱ 取 締 役 相 談 役 古 田 省 三 〒104-0033 東京都中央区新川2-12-16 

岡 安 商 事 ㈱ 取 締 役 社 長 姫 野 健 一 〒541-0041 大阪府大阪市中央区北浜2-3-8 

カ ネ ツ Ｆ Ｘ 証 券 ㈱ 代表取締役社長 水 野 愼 次 郎 〒103-0005 東京都中央区日本橋久松町12-8 

クリエイトジャパン㈱ 代表取締役社長 堀 川 貢 司 〒104-0061 東京都中央区銀座3-14-13 

Ｋ Ｏ Ｙ Ｏ 証 券 ㈱ 代表取締役副会長 村 上 久 広 〒103-0004 東京都中央区東日本橋2-13-2 

㈱ コ ム テ ッ ク ス 代表取締役社長 有 馬 誠 吾 〒550-0011 大阪府大阪市西区阿波座1-10-14 

㈱さくらインベスト 代表取締役社長 宮 井 智 浩 〒530-0047 大阪府大阪市北区西天満2-6-8 

サ ン ワ ー ド 貿 易 ㈱ 代表取締役社長 依 田 年 晃 〒162-0822 東京都新宿区下宮比町3-2 

セ ン ト ラ ル 商 事 ㈱ 代表取締役社長 坂 本 圭 隆 〒104-0033 東京都中央区新川1-24-1 

ソシエテ・ジェネラル証券㈱ 
代 表 取 締 役

グループ・カントリー・ヘッド 
ラ フ ァ エ ル ・シ ェ ミナ 〒100-8206 東京都千代田区丸の内1-1-1 

第 一 商 品 ㈱ 代表取締役社長 正 垣 達 雄 〒150-0045 東京都渋谷区神泉町9-1 

大 起 産 業 ㈱ 代表取締役社長 田 中 弘 晃 〒460-0003 愛知県名古屋市中区錦2-2-13 

日 産 証 券 ㈱ 代表取締役会長 二 家 勝 明 〒103-0014 東京都中央区日本橋蛎殻町1-38-11 

㈱ フ ジ ト ミ 代表取締役社長 細 金 英 光 〒103-0014 東京都中央区日本橋蛎殻町1-15-5 

北 辰 物 産 ㈱ 代表取締役社長 釼 持 宏 昭 〒103-0025 東京都中央区日本橋茅場町1-9-2 

豊 商 事 ㈱ 代表取締役会長 多 々 良 實 夫 〒103-0014 東京都中央区日本橋蛎殻町1-16-12 

ﾛ ｰ ｽ ﾞ ･ ｺ ﾓ ﾃ ﾞ ｨ ﾃ ｨ ㈱ 代表取締役社長 榊 原 秀 一 〒542-0081 大阪府大阪市中央区南船場2-12-5 

以上22社 

【 準会員 】 

  （準 会 員 名）       （会員代表者名）        （所 在 地） 

カ ネ ツ 商 事 ㈱ 代表取締役社長 塩 飽  誠 〒103-0005 東京都中央区日本橋久松町12-8 

日本商品投資顧問業協会 会    長 本 多 弘 明 〒141-0022 東京都品川区東五反田2-10-2 

日本フィナンシャルセキュリティーズ㈱  代表取締役社長 小 崎 隆 司 〒104-0033 東京都中央区新川2-12-16 

以上３社 
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〔 資　料　２ 〕　

常務理事・事務局長

日本商品先物振興協会　組織図
（平成30年3月31日現在）

監　事

総務部門

総　　会

企画調査部門

理　事　会

総合政策委員会

市場振興委員会

[ 常設委員会 ]

事　務　局
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〔 資 料 ３ 〕 役 員 ・ 委 員 会 名 簿 

（平成30年３月31日現在） 

 

１．役  員 

会  長   岡 地 和 道   岡地㈱ 社長 

副 会 長   多々良 實 夫   豊商事㈱ 会長 

常務理事   杉 原 吉 兼   会 員 外 

理  事   有 馬 誠 吾   ㈱コムテックス 社長 

理  事   宇佐美   洋   多摩大学大学院 教授（会員外） 

理  事   姫 野 健 一   岡安商事㈱ 社長 

理  事   二 家 勝 明   日産証券㈱ 会長 

理  事   古 田 省 三   岡藤商事㈱ 相談役 

理  事   細 金 英 光   ㈱フジトミ 社長 

理  事   依 田 年 晃   サンワード貿易㈱ 社長 

 以上10名 

 

監  事   成 道 秀 雄   成蹊大学経済学部 教授（会員外） 

監  事   釼 持 宏 昭   北辰物産㈱ 社長 

以上２名 

 

２．常設委員会 

総合政策委員会 

委 員 長   岡 地 和 道   岡地㈱ 社長 

委  員   河 島   毅   日産証券㈱ 顧問 

委  員   多々良 孝 之   豊商事㈱ 専務 

委  員   姫 野 健 一   岡安商事㈱ 社長 

委  員   村 上 久 広   ＫＯＹＯ証券㈱ 副会長 

以上５名 

市場振興委員会 

委 員 長   青 山 秀 世   日産証券㈱ 副社長 

副委員長   安 成 政 文   豊商事㈱ 社長 

委  員   阿 部 信一郎   ㈱コムテックス 常務 

委  員   落 岩 邦 俊   第一商品㈱ 副会長 

委  員   姫 野 健 一   岡安商事㈱ 社長 

委  員   依 田 年 晃   サンワード貿易㈱ 社長 

以上６名 
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〔資 料 ４〕主 要 会 議 
 

１．総 会 等 

⑴ 通常総会 

 第18回 日 時 平成29年６月14日（水） 14：45～15：10 

  議 案 平成28年度事業報告（案）及び収支決算（案）について 

    

⑵ 臨時総会 

 第20回 日 時 平成30年３月14日（水） 15：00～15：20 

  議 案 １．平成30年度事業計画（案）について 

   ２．平成30年度収支予算（案）について 

   ３．定款の改正（案）について 

   ４．理事の選任について 

   ５．任期満了に伴う役員の選任方法等について 

 

２．理 事 会 

 第123回 日 時 平成29年５月30日（火） 12：00～13：00 

  議 案 １．平成28年度事業報告（案）及び収支決算（案）について 

   ２．通常総会の開催について 

   ３．個人情報保護規程の策定について 

その他（報告事項） 

会員の異動等について 

第124回 日 時 平成29年７月21日（火） 12：00～12：30 

  議 案 １．平成30年度税制改正要望（案）について 

２. 本年7月以降のプラチナスポットの定率会費について 

その他（報告事項） 

⑴ 商品先物取引業者の監督指針の改正に係る意見募集の結果につ

いて 

⑵ 平成29年度下期の会議日程及び会員の異動について 

第125回 日 時 平成29年９月19日（火） 12：00～12：50 

議 案 １．準会員の加入について 

２. 10月以降のプラチナスポットの定率会費について（案） 

その他（報告事項） 

⑴ 普及啓発事業の実施状況・今後の予定について 

⑵ 団体組織問題検討委員会での検討状況について 

⑶ 会員の異動及び理事会開催日程について 
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第126回 日 時 平成29年11月21日（火） 12：00～12：40 

  議 案 １．来年度以降の本会の事業及び事務局体制について 

その他（報告事項） 

⑴ 団体組織問題検討委員会とりまとめについて 

⑵ 平成29年度上半期の収支状況について 

⑶ 平成30年度税制改正要望の動向について 

⑷ 会員の異動及び今後の会議日程について 

 

第127回 日 時 平成30年１月23日（火） 12：00～12：45 

  議 案 １．平成30年度における取組課題（案）について 

２．平成30年１月以降のプラチナスポットの会費について（案） 

その他（報告事項） 

⑴ 平成30年度税制改正要望の結果について 

⑵ 普及啓発事業の実施状況について 

⑶ 会員の異動及び今後の会議日程について 

 

第128回 日 時 平成30年２月27日（火） 12：00～12：50 

  議 案 １．平成30年度事業計画（案）について 

２．平成30年度収支予算（案）について 

３．定款の改正（案）について 

４．役員選任規程の改正（案）について 

５．理事の選任について 

６．任期満了に伴う会員役員の選任方法について 

７．臨時総会の開催について 

 

３．団体組織問題検討委員会 

 第１回 日 時 平成29年４月26日（水） 14：00～15：30 

  議 案 １．本委員会の検討の方向について 

   ２．その他 

第２回 日 時 平成29年６月14日（水） 10：00～11：15 

  議 案 １．各団体での検討状況について 

２. 今後の検討の進め方について 

３．その他 

第３回 日 時 平成29年７月27日（木） 14：00～15：10 

議 案 １．委託者資産保全制度のあり方等について 

２. その他 

第４回 日 時 平成29年９月28日（木） 14：00～15：40 

  議 案 １．委託者資産保全制度の改革案に係る検討状況について 

２. 団体における業務の見直し及び経費削減策について 

３．その他 
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第５回 日 時 平成29年11月15日（水） 14：00～14：50 

  議 案 １．団体における業務の見直し及び経費削減策について 

２. 当委員会とりまとめ（案）について 

 

以上  
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協賛セミナー情報：⽇本商品先物振興協会

http://www.jcfia.gr.jp/cgi-bin/semi_suppo_readout1.cgi 1/1

トップ >> セミナー・キャンペーン情報 >> 協賛セミナー⼀覧

 協賛セミナー情報

⽇本商品先物振興協会は会員・準会員が開催するセミナーであって、商品先物取引の普及啓蒙に資するものを協賛いたします。
本会が協賛しているセミナーは以下の通りです。各セミナー情報内の「詳細情報」をクリックして頂くとより詳しい情報をご覧いただくことができます。
現在5本のセミナーをご紹介しております。

開 催 企 業 名 有料/無料 セ ミ ナ ー 名 と 概 要 開催⽇ 開催場所

北⾠物産株式会社 無料
サイクル、パターン分析による2018年真夏の相場⾒通し

（講師：⼭本 毅⽒）
詳細情報

2018/5/22（⽕） 東京

サンワード貿易株式会社 無料
⼩次郎講師投資クラブ

（講師：⼩次郎講師⽒ 、野中 ななみ⽒）
詳細情報

2018/5/13（⽇） 東京

サンワード貿易株式会社 無料
よそうかい松本⽒と株式注意⼥⼦の株式予報

（講師：松本 英毅⽒ 、東条 ⿇⾐⼦⽒ ほか）
詳細情報

2018/5/26（⼟） 名古屋

サンワード貿易株式会社 無料
株式市場に眠る「宝の⼭（データ）」を語る

（講師：荒野 浩⽒ ほか）
詳細情報

2018/5/12（⼟） 池袋

北⾠物産株式会社 無料
テクニカル分析の基礎 〜移動平均線を使って主要商品銘柄を分析〜

（講師：中⼭⼤輔⽒）
詳細情報

2018/5/9（⽔） 東京

サイトマップ   プライバシーポリシー   免責事項

Copyright (C) 2000~2018 JAPAN COMMODITY FUTURES INDUSTRY ASSOCIATION. All Rights Reserved.
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著

『
真
・

ト
レ
ー

ダ
ー
ズ

バ
イ
ブ

ル
』
で

2
01
6
年
ブ
ル

ベ
ア
大

賞
を
受

賞
。
 

6
月

1
7
日

（
土

）
 
会
場
：
日
本
橋
公
会
堂
 

小
菅

 努
氏
 
『
地
球
を
読
む
！
 
投
資
活
用
術
』
 

 
株

も
為

替
も
商

品
も
、
マ
ー

ケ
ッ
ト
の
動

向
を
知

る
手

が
か
り
は
地

球
の
動

き
を
読

む
こ
と
。
商

品
、

為
替

の
プ
ロ
向

け
レ
ポ
ー

ト
を
発

行
・
提

供
す

る
講

師
が
そ
の
テ
ク
ニ
ッ
ク
を
平

易
に
説

明
す

る
。
 

木
村
喜
由

氏
 

JA
II

理
事

、
ス

ト
ラ

テ
ジ

ス
ト

。
『

木
村

喜
由

の
マ

ー
ケ

ッ
ト
通

信
』
を

10
年

以
上
に

わ
た
り

配
信

す
る
筆

者
が
タ

イ
ム
リ

ー
な
ト

ピ
ッ
ク

を
深
層

解
説
す
る

。“
学
び
た

い
投
資
家

”
に
と

っ
て
必

聴
の
連

続
講
演

を
開
講

。
 

 
 
 
 
 

J
A

II
投
資
セ
ミ
ナ
ー

 2
0

1
7

年
（
後
期
）
の
ご
案
内

 

---
---

---
---

---
---

---
---

---
---

---
---

---
---

---
---

---
---

---
---

---
---

---
---

---
---

---
---

---
---

---
---

---
---

---
---

---
---

---
---

---
---

---
---

---
---

---
---

---
---

---
---

---
---

---
---

---
---

---
---

【
お
問
い
合
わ
せ
】

特
定
非
営
利
活
動
法
人
日日
本
個
人
投
資
家
協
会

〒
10

3-
00

22
東
京
都
中
央
区
日
本
橋
室
町

1-
11

-7
-9

02
  

T
E

L0
3-

32
31

-1
71

1 

 
 
 

           

 

    

               
 
 

     

 
J
A
I
I
会
員
／
マ
ー
ケ
ッ
ト
通
信
会
員
／
ジ
ャ
イ
コ
ミ
メ
ン
バ
ー
 

一
般
の
方
 

セ
ミ
ナ
ー
費
 

1
,
0
0
0
円
／
各
回
 

3
,
0
0
0
円
／
各
回
 

懇
親

会
費

 
1
3
,
0
00

円
／
各
回
 

1
6
,
0
00

円
／
各
回
 

＊
セ
ミ
ナ
ー
全
３
回
分
を
お
申
込
み
の
場
合
、
会
員
は

2
,0
00

円
、
一
般
の
方
は

8
,0
00

円
で
す
。

 

3
回
連
続
開
催

 
激

動
の
世

界
経

済
～

投
資

チ
ャ
ン
ス
を
見

逃
す
な
！

 

株
×

為
替

×
コ
モ

デ
ィ
テ

ィ
 

レ
ギ
ュ
ラ
ー

講
師

 
（
3
回
共
通
）
 

【
参
加
費
】
 

第 ４ 回 第 ６ 回 第 ５ 回 

【
お
申
し
込
み
方
法
】
参
加
費
を
下
記
口
座
に
お
振
込
み
の
う
え
メ
ー
ル
ま
た
は
Ｆ
Ａ
Ｘ
で
お
申
し
込
み
く
だ
さ
い
。

 
 
 
 
 
 
 
 
 
メ
ー
ル
：

ja
ii

-i
n

fo
@

ja
ii

.o
rg
 
 
Ｆ
Ａ
Ｘ
：

03
-3

23
1-

17
33

 
【
お

振
込

み
口

座
】
口
座
名
・
特
定
非
営
利
活
動
法
人
 
日
本
個
人
投
資
家
協
会
 
ﾄ
ｸﾋ

) 
ﾆ
ﾎ
ﾝ
ｺ
ｼ
ﾞﾝ
ﾄ
ｳ
ｼｶ
ｷ
ｮ
ｳ
ｶ
ｲ

 
 
 
 
 
 
 
 

  
・

三
菱
東

京
U

F
J
銀

行
日
本
橋

中
央
支

店
普
通
 

５
６
９
８

２
８
５

・
み
ず
ほ

銀
行

兜
町

支
店

普
通

 
１
８

６
１
０

７
９

・
三
井
住

友
銀
行

日
本
橋
支
店

普
通
 
８

２
６
９

２
６
９

・
郵
便
振

替
 
０

０
１
２

０
－
３

－
９
５

７
６
２

参
加
者
氏
名
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

同
伴
者
氏
名
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

Ｔ
Ｅ
Ｌ
 
 
 

参
加
回

（
該

当
す

る
□
に

レ
を
入

れ
て

く
だ

さ
い

）
 
 

第
4
回
：

セ
ミ
ナ
ー

□
 

懇
親
会

□

第
5
回
：

セ
ミ
ナ
ー

□
 

懇
親
会

□

第
6
回
：

セ
ミ
ナ
ー

□
 

懇
親
会

□

【
2
0
17

年
（
下
期
）
参
加
申
込
書
（
F
A
X
送
信
用
）】

 

【
講
演
時
間
等
】
 
第

1
部
 講

演
会
 
 
 
 
 

  
 
15
：
4
0
～
1
6
：
2
5 

各
回
共
通
 
 
 
 
 
休
 
 憩

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
1
6：

2
5
～
1
6：

4
0 

 
 
 
 
 
 
 
  

第
2
部
 講

演
会
 
 
 
 
 
 
 
 
16
：
4
0
～
1
7
：
5
0 

 
 
 
ラ
ジ
オ

NI
K
K
EI

公
開
放
送
観
覧
 
 
1
8：

0
0～

1
8：

1
5
 

（
第

5
回

と
第

6
回
の
み
）
 

 
 
 
 
 
 
 
 
講
師
を
囲
ん
で
懇
親
会
 
 
 
 
 
18
：
3
0～

2
0：

3
0 

＊
会
場

と
メ

ニ
ュ

ー
は
後
日
お
知
ら

せ
し
ま
す
。
 

 
＊
第

4
回
の
懇
親
会
は

1
8：

0
0
か
ら
と
な
り

ま
す
。
 

9
月

3
0
日

（
土

）
 
会
場

：
日
本
橋
公
会
堂
 

亀
井

 幸
一
郎

 氏
 
『
金
が
わ
か
れ
ば
世
界
が
見
え
る
』
 

「
史
観
と

俯
瞰
」

を
モ
ッ

ト
ー
に

金
融
市

場
か
ら

商
品
市

場
、
国

際
情
勢

ま
で
幅

広
く
ウ

ォ
ッ

チ
。
今
回

は
、
金

市
場
を

軸
に
し

た
金
融

経
済
分

析
と
市

況
解
説

を
展
開

す
る
。
 

木
村

 喜
由
 氏

 

亀
井

 幸
一

郎
 氏

 

小
菅
 努

 氏
 

池
水

 雄
一

 氏
 

1
0
月

2
5
日

（
水

）
 
会

場
：
東
京
商
品
取
引
所
 

小
菅

 努
 氏

 
『
コ
モ
デ
ィ
テ
ィ
、
仮
想
通
貨
～
代
替
投
資
の
世
界
』
 

 
株
式
な

ど
伝
統

的
投
資

と
収
益

性
が
異

な
る
コ

モ
デ
ィ

テ
ィ
の

魅
力
、

ま
た
近

年
急
速

に
普

及
し
始
め

た
「
仮

想
通
貨

」
の
現

況
お
よ

び
投
資

対
象
と

し
て
の

適
格
性

を
考
え

る
。
 

1
1
月

2
9
日

（
水

）
 
会
場

：
東
京
商
品
取
引
所
 

池
水

 雄
一

 氏
 
『
ゴ
ー
ル
ド
デ
ィ
ー
リ
ン
グ
の
す
べ
て
』
 

 
1
98
0
年

代
か
ら

一
貫
し

て
ゴ
ー

ル
ド
マ

ー
ケ
ッ

ト
を
見

つ
め
、

ト
レ
ー

ド
を
重

ね
て
き

た
池

水
氏
が
ゴ

ー
ル
ド

、
プ
ラ

チ
ナ
、

パ
ラ
ジ

ウ
ム
と

世
界
の

“
い
ま

”
を
語

る
。
 

木
村
喜
由

氏
 

J
AI
I
理
事

、
ス

ト
ラ
テ

ジ
ス
ト

。
 

『
木
村
喜

由
の
マ

ー
ケ
ッ

ト
通
信

』
は

15
年

以
上
に

わ
た
り
配

信
の
実

績
。
 

タ
イ
ム
リ

ー
な
ト

ピ
ッ
ク

を
深
層

解
説
す

る
。
必

聴
の
連

続
講
演

を
開
講

。
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